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産業廃棄物処理業者ニーズ調査結果（速報） 

2018.11.2 

〇アンケート調査概要 

 平成 30 年９月 26 日～10 月 16 日にかけて、北九州市(以下、本市)の許可を有する産業廃棄物処理業

者 413 社(全事業者)に対し、産業廃棄物処理の高度化に向けたアンケート調査を実施した。 

 産業廃棄物処理業における人材確保・育成事業及び新たな優良認定制度の設計やこれに資する取組み

について検討することを目的としている。 

 

〇調査対象 

・市の許可を有する全ての産業廃棄物処理業者 ・・・413 社 

 

〇アンケート調査票の回収状況(平成 30 年 10 月 31 日時点) 

  A B C D E 

発送事業者 発送数 
廃業・ 

移転等 

有効発送数 

[A-B] 
有効回答数 

回収率 

[D÷C] 

総数 413 2 411 215 52.3% 

  収集運搬業者 251 1 250 96 38.4% 

処理事業者 157 1 156 115 73.7% 

最終処分業者 5 0 5 4 80.0% 

 

〇アンケート調査項目概要 

０．経営者情報：性別・年齢 

 

１．雇用状況について 

（１） 従業員数 

（２） 社会保険・福利厚生 

（３） 勤務時間管理 

（４） 休日、休暇制度 

 

２．人材の確保について 

（１） 雇用者数の現状 

（２） 不足している人材及びダイバーシティの活用 

（３） 求人募集方法 

（４） 採用ニーズ 

（５） 雇用に関する課題 

資料１ 
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（６） ダイバーシティ雇用拡大のため市政に求める政策・支援 

 

３．人材育成について 

（１） 人材育成の取組み 

（２） 具体的な講習実施内容 

 

４．優良認定制度について 

（１） 認定の取得状況 

（２） 電子マニフェストの導入状況 

（３） 排出事業者が重要視しているクライテリア 

（４） 優良認定制度のあり方についての意見（クライテリア・インセンティブ） 

 

５．事業所の概要について 

（１） 昨年度の売上げ 
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【アンケート調査結果】 

〇経営者情報 

 男性経営者が全体の９２％を占めており、女性の経営者は８％に留まっていた。 

 年代別では、男性が４０～６０代、女性は６０代以降の割合が高いことが分かった。 

  

図１．経営者の男女割合             表１．年代別経営者割合 

 

 
図２．年代別経営者割合 

 

 

 

 

男性, 

92%

女性, 

8%

総数 割合 割合

総数 198 92% 17 8%

20代 1 0.5% 0 0.0%

30代 7 3.5% 0 0.0%

40代 48 24.2% 5 29.4%

50代 53 26.8% 3 17.6%

60代 54 27.3% 5 29.4%

70代 21 10.6% 2 11.8%

80歳以上 2 1.0% 1 5.9%

無回答 12 6.1% 1 5.9%

男性 女性

0.5%

3.5%

24.2%

26.8%

27.3%

10.6%

1.0%

6.1%

0.0%

0.0%

29.4%

17.6%

29.4%

11.8%

5.9%

5.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

無回答

男性

女性
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１．雇用状況について 

（１） 従業員数 

   従業員数について、女性は事務・営業職において全体の約 26％を占めているが、現場作業員にお

いては約８％に留まった。また、10 代の若年者は事務・現場ともに全体の約１％程度に留まった。 

 

図３．事務・営業等従業員数 

 

図４．現場作業従業員数 

 

① 過去３年の従業員変動数 

     過去 3 年の総従業員数は増加傾向にあった。退職者数もこの３年間においてわずかに増加傾

向であるが、採用人数はそれを上回る増加傾向にあることが分かった。 

 
図５．過去３年における従業員数の変動 
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   ② 定年制度 

     全体の約 79％を占める事業者が定年制度を導入していた。また、定年年齢は 60 歳が最も多

く、117 件の回答があり全体の約 57％を占めていた。 

   

図６．定年制度の導入有無           図７．定年年齢の設定状況 

 

 

（２）福利厚生 

    各種手当・支援制度については、「通勤手当」及び「時間外勤務手当」が 185 件、188 件の回答

となっており、それぞれ約 86％、87％の事業者がこれらの手当を支給していることが分かった。 

    職場環境においては、約 75％の事業者が「休憩スペース」、約 60％の事業者が「更衣室」、約

43％の事業者が「シャワー室」を完備していることが分かった。 

 
図８．各種手当・支援制度 

 

有り, 

78.6%

無し, 

18.6%

無回答, 

1.9%

0.5%

0.0%

56.5%

2.9%

16.4%

0.5%

2.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

50～54

55～59

60

61～64

65

66～69

70

71以上

年
齢

67
37

185
107

188
32

10
34

11

0 50 100 150 200

１．住居手当

２．寮・社宅

３．通勤手当

４．資格手当・取得支援

５．時間外勤務手当

６．時短勤務

７．フレックス制度

８．その他

無回答
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図９．職場環境・設備 

 

（３）勤務時間管理 

    ① 勤務時間及び残業時間 

事業者の平均的な就業時間は一日あたり約 7.5 時間、休憩時間は約１時間であった。 

     時間外勤務は「５時間以下」、「10～19 時間」の事業者が同数の 38 件ありそれぞれ全体の約

18％を占めていた。回答については「無回答」の 56 件が最も多かった。 

 
図 10．時間外(早出・残業)勤務の月平均時間 

 

    ② 時間外勤務に関する体制 

     残業の発生は「上司の指示」が最も多く 130 件であり、全体の約 61％を占めていた。残業

実績の管理は「自身で記録・申請」が 110 件で約 51％、次いで「タイムカード」が 96 件で約

45％であった。残業手当は 184 件、約 86％の事業者が「残業代全額支給」という体制であっ

た。 

162

129

93

38

10

30

0 50 100 150 200

１．休憩スペース

２．更衣室

３．シャワー室

４．仮眠室

５．その他

無回答

14

38

17

28

38

14

56

0 10 20 30 40 50 60

0時間

5時間以下

5～10時間

20～29時間

10～19時間

30時間以上

無回答
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     図 11．残業の発生       図 12．残業の管理      図 13．残業の手当 

 

 

 

（４）休日、休暇制度について 

    ① 休日形態と年間休日日数、その他の休暇制度について 

     休日の形態については事務・営業は「完全週休二日制」が最も多く 59 件、「週休二日制」が

48 件ありこれら 2 つを合わせると全体の約 50％を占めていた。現場作業員については、「週休

二日制」が 41 件、「週休制」が 40 件あり、全体の約 37％を占めていた。 

 
図 14．休日形態 

 

 

 

 

上司からの

指示, 

60.5%

都度申請・許可

制, 29.3%

本人の判

断, 29.8%

無回答, 

8.8%

自身で記

録・申請, 

51.2%タイムカード, 

44.7%

特になし, 

6.0%

その他, 

7.9%
無回答, 

6.5%

残業代完全

支給, 85.6%

みなし残業代

支給, 10.7%

手当上限有

り, 0.5% 無回答, 8.8%

59

27

48

38

3

5

27

10

27

40

41

36

9

7

38

9

0 10 20 30 40 50 60 70

１．完全週休二日制

２．週休制

３．週休二日制

４．隔週休二日制

５．( )勤( )休制

６．( )週( )休制

７．その他

無回答

事務・営業回答数 現場作業員
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     その他の休暇制度については、「有給休暇」が 179 件、「年末年始休暇」が 177 件あり、それ

ぞれ全体の約 83％を占めていた。次いで夏季休暇は 152 件あり、全体の約 71％を占めてい

た。 

 

図 15．その他の休暇制度 

 

    ②その他休暇の付与日数と取得日数 

     有給休暇の年間付与日数は約 17 日、取得日数は 10 日あり、約 60％の取得率であった。そ

の他、夏季休暇、年末年始休暇について取得率はほぼ 100％に近いことが分かった。 

 

図 16．休暇の付与日数及び取得日数 

 

179
152

177
12

37
52

83
82

16
22
22

11

0 50 100 150 200
１．有給休暇

２．夏期休暇

３．年末年始休暇

４．リフレッシュ休暇

５．私病特別休暇

６．生理休暇

７．産前産後休暇

８．育児休暇

９．通院休暇

10．創業記念休暇

11．その他

無回答

16.9 

3.8 

5.4 

3.3 

31.0 

9.6 

3.6 

5.3 

3.1 

0.0 10.0 20.0 30.0

有給休暇

夏期休暇

年末年始休暇

リフレッシュ休暇

無回答

平均付与日数

平均取得日数
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２．人材の確保について 

 （１）雇用者数の現状 

   雇用者数が不足している事業者が 122 件、全体の約 57％であり過半数を占めていた。 

 

図 17．雇用者数の現状 

 

（２）不足している人材及びダイバーシティの活用 

   「運送作業」が最も件数が多く 62 件、次いで「重機作業」が 48 件あり、全体の約 50％を占め

ている。活用できるダイバーシティ雇用者としては若年者が最も多く、「設備オペレーター」、「運

送作業」、「手選別作業」、「重機作業」それぞれで約 25 件程度あり、この３項目においては約 40～

60％程度、若年者の活用が可能であることが分かった。 

   女性については「一般事務」の件数が 25 件のうち、23 件で活用可能との回答があり、全体の約

92％を占めていた。次いで、「運送作業」および「手選別作業」においても約 30～40％程度、女性

の活用が可能であることが分かった。 

 
図 18．人材不足の職種及びダイバーシティの活用可否 

雇用者数が不足している, 

56.7%

雇用者数は目標を達成

している, 39.5%

無回答, 3.7%

0 10 20 30 40 50 60

一般事務

営業事務

経理・財務

人事・総務

運送作業

手選別作業

設備オペレーター

重機作業

不足している

女性

若年者

(20歳以下)

高齢者

(65歳以上)

障害者
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表２．人材不足の職種及びダイバーシティの活用可否 

 

（２） 求人募集方法 

   求人は「ハローワーク」の件数が最も多く 150 件、全体の約 70％を占めていた。次いで「知人

紹介」が 66 件で約 31％を占めており、費用の掛からない求人募集方法が上位を占めていた。 

 

図 19．求人募集方法 

 

 

 

 

 

 

 

女性
若年者

(20歳以下)

高齢者

(65歳以上)
障害者

25 23 8 2 3

23 10 9 3 1

12 8 6 1 1

11 7 5 2 1

62 21 26 18 2

39 17 25 16 10

40 8 27 5 0

48 9 23 11 1重機作業

設備オペレーター

手選別作業

運送作業

人事・総務

経理・財務

営業事務

一般事務

不足している

ダイバーシティの活用可否
職種

150

40

56

25

37

49

66

26

0 50 100 150

ハローワーク

学校求人

広告掲載

人材紹介会社

人材派遣会社

Ｗｅｂ掲載

知人紹介

無回答
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（３） 採用ニーズ 

   採用ニーズについては学歴を「気にしない」が 151 件で全体の約 70％、経歴についても「気に

しない」が 142 件で全体の約 66％を占めていた。雇用形態は「正社員」が 178 件で全体の約 83％

を占めていた。 

 
図 20．採用のニーズ(学歴) 

 

 

図 21．採用のニーズ(経歴) 

 

 

図 22．採用のニーズ(雇用形態) 

40
12
15

19
10

151
24

0 50 100 150
高卒

専門学校卒

高専卒

大卒

院卒

気にしない

無回答

20

13

53

142

24

0 50 100 150

新卒

中途未経験

中途経験

気にしない

無回答

178

32
57

19
2

23

0 50 100 150

正社員

契約社員

パート・バイト

派遣社員

その他

無回答
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（５）雇用に関する課題 

   「求人を出しても募集が集まらない」が 108 件で全体の約 50％を占めていた。次いで「求める

人材が集まらない」が 79 件、全体の約 37％を占めていた。 

 

図 23．雇用に関する課題 

 

（６）ダイバーシティ雇用拡大のため市政に求める政策・支援 

「財政優遇・助成金」の件数が 84 件で全体の約 39％を占めていた。次いで、「制度や配慮につい

ての情報提供・講習会の開催」が 56 件で約 26％を占めていた。 

 

図 24．ダイバーシティの雇用拡大のため市政に求める政策・支援 

 

 

 

 

58

108

79

34

50

19

0 20 40 60 80 100 120
特に課題はない

求人を出しても募集が集ま

らない
求める人材が集まらない

離職率が高い

業界イメージが悪い

無回答

56

84

21

21

34

10

82

0 20 40 60 80 100
制度・配慮等の情報提供、講習

会の開催
財政優遇、助成金

ダイバーシティに特化した雇用

活動の場の提供
ダイバーシティの就労に関する

相談窓口の設置
就業環境の整備のための支援

その他

無回答
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３．人材育成について 

（１）人材育成の取組み 

   「資格取得のための費用を会社が負担」が 155 件で全体の約 72％を占めていた。次いで「研修

や講習を自社内で実施」が 74 件、および「資格に応じた手当支給」が 73 件であり、全体の約

34％を占めていた。 

 

図 25．人材育成の取組み 

 

（２）具体的な講習実施内容 

新人・基礎研修においては「安全衛生」が 85 件、約 40％を占めていた。中堅・管理職では「安

全衛管理者」が 58 件、全体の約 27％を占めていた。 

 

図 26．人材育成のための具体的な講習実施内容 

30

74

43

155

73

53

9

15

0 50 100 150 200

特に行っていない

各種研修・講習を自社内で実施

外部講師による、研修・講習

資格取得のための費用を会社が負担

取得した資格に応じた手当支給

上司や社⾧と社員間の定期的な面談

その他

無回答

78
85

36
38

58
39

16
32

26
106

0 50 100
新人研修

安全衛生

ビジネスマナー

コンプライアンス

安全衛生管理者

リスクマネジメント

コーチング

リーダーシップ

メンタルヘルス

無回答
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４．優良認定制度について 

（１） 認定の取得状況 

①内容の理解 

制度の「内容を知っている」が 87 件で全体の約 41％、「名称のみ知っている」が 90 件で全

体の 42％、「知らない」は 23 件で全体の約 11％を占めていた。 

 

図 27．認定制度の理解 

 

②取得の有無、その理由 

「取得している」が 34 件で全体の約 16％、「取得していない」が 165 件で全体の約 77％

を占めていた。また、取得事業者のうち 19 件、約 56％が市の優良認定を取得、11 件、約

29％の事業者が国の優良認定を取得していた。 

  
       図 28．優良認定の取得          図 29．優良認定取得種類の内訳 

 

 

 

内容も知っている, 87

名称だけ知っている, 90

知らない, 23

無回答, 11

取得している, 34

取得していない, 165

無回答, 16

国, 11

市, 19

無回答, 11
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（２） 電子マニフェストの導入状況 

① 導入状況 

「導入している」が 130 件、全体の約 60％を占めていた。「導入していない」は 75 件で約

35％を占めていた。 

 

図 30．電子マニフェストの導入状況 

 

② 未導入の理由 

 最も多かった理由は「産廃の取扱量が少量、マニフェスト発行数が少ないため」で、15 件の

意見があった。次いで、「取引先が未導入のため」という理由が 12 件であった。 

 
表３．電子マニフェスト未導入の理由 

 

（３） 排出事業者が重要視しているクライテリア 

   1 位として最も件数が多いのは「費用・コスト」で 143 件、次いで 2 位で最も多いのは「対応の

柔軟性」で 91 件、3 位は「経験・実績」で 55 件であった。 

 
表４．排出事業者が重視しているクライテリア 

導入済

130

60%

未導入

75

35%

無回答

10

5%

回答数 58

件数

15

12
9

6

5

産廃の取扱量が少量、マニフェ

ストの発行数が少ないため

取引先が未導入のため
必要性を感じない
導入するために費用やマンパ

ワー、時間がかかる

現在検討中

理由

1 2 3 4 5
143 13 7 5 2

18 91 38 9 6
7 20 17 31 30
8 34 55 38 14
2 8 10 24 22
2 1 7 15 7
3 13 23 25 42
1

37無回答
その他(リサイクル、再生率)
地場企業
優良認定の取得
企業規模・ブランド
経験・実績
トレーサビリティ
対応の柔軟性
費用・コスト
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（４） 優良認定制度の在り方についての意見（クライテリア・インセンティブ） 

① 事業者が希望するクライテリア 

「事業改善」が最も多く、71 件で全体の約 33％、次いで「事業の透明性」が 59 件で全体

の約 27％を占めていた。 

 

図 33．新しい優良認定制度に求めるクライテリア 

 

② 事業者が求めるインセンティブ 

「財政優遇」が 85 件、同列で「手続きの簡素化」が 85 件で、それぞれ全体の約 39％を占

めていた。 

 

図 34．新しい優良認定制度に求めるインセンティブ 

 

 

 

 

 

 

 

71

31

59

30

8

73

0 20 40 60 80

事業改善

人材育成・研修

事業の透明性

地域貢献

その他

無回答

85

85

37

5

64

0 20 40 60 80 100

財政優遇

手続きの簡素化

知名度向上

その他

無回答
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５．事業所の概要について 

（１）昨年度の売上げ 

  事業全体の売上げで最も多かったのが「１億円以上～10 億円未満」、87 件で全体の約 42％を占

めていた。産廃処理業のみにおいても「１億円以上～10 億円未満」が 49 件で最も多く、全体の約

24％を占めていた。 

 
図 35．昨年度の事業全体および産廃処理業での売上げ 

 

 
表５．昨年度の事業全体および産業廃棄物処理業での売上げ 

 

 

0

1

5

6

3

18

92

49

41

16

22

13

18

8

12

51

16

34

0 20 40 60 80 100

売上なし

500万円未満

500万円以上～1000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

3000万円以上～5000万円未満

5000万円以上～１億円未満

１億円以上～10億円未満

10億円以上

無回答

事業全体

産廃処理業

回答数 割合 回答数 割合

- - 16 7.4%

1 0.5% 22 10.2%

5 2.3% 13 6.0%

6 2.8% 18 8.4%

3 1.4% 8 3.7%

18 8.4% 12 5.6%

92 42.8% 51 23.7%

49 22.8% 16 7.4%

41 19.1% 34 15.8%

事業全体 産廃処理業

500万円以上～1000万円未満

500万円未満

売上

売上なし

1000万円以上～3000万円未満

3000万円以上～5000万円未満

5000万円以上～１億円未満

１億円以上～10億円未満

10億円以上

無回答
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事業全体に対し、産廃処理業の売上げが占める割合は、「１～９％」が最も多く 55 件、全体の約 

26％を占めていた。「産廃事業での売り上げがない事業者」が 25 件、約 12％であった。また、「産

廃事業の売り上げが 100％を占める事業者」は 18 件、全体の約 8％を占めていた。 

 

図 36．事業全体の売上げに占める産業廃棄物処理業の売上げ割合 

 

 

① 廃棄物処理業以外で売上げのある事業 

「建設業」が最も多く 66 件、全体の約 31％を占めていた。次いで「製造業」が 32 件、全

体の約 15％を占めていた。「産業廃棄物処理業のみ」を行っている事業者は 22 件、全体の約

10％に留まった。 

   

図 37．産廃処理業以外で売上げのある事業 

25
55
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11

8
14
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34
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０%
１～９%

10 ～29 %
30～49 %
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70～89 %
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100 %

無回答

22

5

66

32

5

28

3

50

33

0 20 40 60 80

産廃処理業のみ

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給、水道業

運輸業、郵便業

不動産業、物品賃貸業

その他

無回答


